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も、そうでなくて、もしも今回も理解を得られ

なくて否決された場合は７回目もあるというこ

とでよろしいんでしょうか。私は市長に前に質

問したときに、１票や２票の僅差での賛成では

なく、多数の方の同意を得て進めたいと話され

ておりました。その立場に変わりはありません

でしょうか。この２点について、時間もないも

のですから簡単にお願いします。 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 今回は実質的に最後になるんじゃないかと思

ってます。ただし、私はやっぱり議会の皆さん

も、例えば３月の生活環境整備関係、石畳、賛

成多数でこれ可決になったわけです。３月に至

っては全会一致ですよ。私から言わせれば、だ

ったら３月も否決なさるべきだったんじゃない

ですかと言いたいですよね。ですから、途中で

どこかでやめなきゃいけなくなるわけですよ。

どこかでやっぱりやめなきゃいけなくなるわけ

です、これ。ですから、そこのところを私はこ

ちらの説明不足なんだなということで反省して、

何回も出してるんです。多分ないと思いますよ、

６回も７回も。しかも再議もせずに。ですから、

結局３月に全会一致でお認めいただいたときは

説明してまして、それでお認めいただいたわけ

ですよね。しかし、かわと道の駅はその後、提

案してなかったです。今回もどうなのかわから

ないんですが、だめだということは、これは事

業の中身は皆さんわかっていらっしゃるんで、

せっかく認めたやつもできないということを希

望されてるわけじゃないと。ですから、何か合

意点はあるんだろうということで、私は何回も

お願いしてると。意見をいただいて、訂正でき

るところは訂正、直してきて、ご理解をいただ

いて、生活環境整備も一緒にできるように努力

していきたいというふうに思ってるところです。 

○小関勝助議長 ４番、今泉春江議員。 

○４番 今泉春江議員 時間ですので、以上で私

の質問を終わります。 

○小関勝助議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午後 ０時０１分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○小関勝助議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 江口忠博議員の質問 

 

 

○小関勝助議長 次に、順位３番、議席番号３番、

江口忠博議員。 

  （３番江口忠博議員登壇） 

○３番 江口忠博議員 お疲れさまでございます。

午前中は集中豪雨による被害を受けての質問が

出されました。空を見ますと、大分秋の空にな

ってまいりまして、これから秋、台風の被害が

やってくるのではないかという心配もあるわけ

ですが、これ以上の自然災害が起きないことを

まず願っておきたいと思います。 

 さて、これまで長井市では、日本一幸せに暮

らせるまちであるとか、３万人復活を目指そう

と、そういう象徴的なキャッチフレーズを掲げ

ながら、この地域、まちづくりをデザインして

きました。ことし７月末現在で長井市の人口は

２万8,749人となり、それ以降も残念ながら減

少の一途をたどっております。全国的に見ても

人口減少の社会に入っているわけです。 

 人口減少がもたらす影響に生産年齢人口の減

少によって経済活動の衰退が上げられますが、

産業界の中でも特に製造業は機械化の進展に伴
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う雇用削減の方向にありますし、生産拠点を海

外に移し、より安価な労働力を求める傾向もあ

りますので、企業経営にとっては一概に生産年

齢人口の減少が企業業績の悪化につながるもの

とは言えません。しかし、これを是とした地域

経営は進められません。地元で働きたくともそ

の場がない、また、働く機会の創出がないとい

う状況では、地域の人口減少のスピードは加速

しますし、やがて税収も減り、自治体としての

財政もおぼつかなくなる危険性が増してくると

いうことになります。やはり、地域には適度な

雇用の機会があり、経済の循環も実感できる、

つまり安心して未来を語れる日常生活が保障さ

れるという社会が求められるわけです。 

 長井市における雇用環境は、企業数、雇用者

数のいずれも減少傾向にあります。そこで商工

振興課長に伺います。 

 長井市では、工業界において基礎的技術の集

積がなされており、ロボット開発やその制御技

術は高いものがあると言われております。ロボ

ットコンテストやマイクロマウスの大会などは

その技術の高さをあらわしているとも言われて

いますし、最近注目を集めている有機ＥＬ照明

機器のデザイン開発など、雇用につながると期

待される事業が潜在していると考えるわけです

が、実際に雇用拡大につながる市内企業の事業

計画の現状をどのように分析されているのかお

聞かせください。 

 次に、まち・住まい整備課長にお尋ねをいた

します。 

 市民の働く場の創出を現在操業している企業

のみに期待することは望ましい形とは言えませ

ん。もっと個人の多様な働き方の機会を提案す

べきと思います。新規の就農もその一つであり

ましょうが、小売業やサービス業、飲食業など

への個人の起業ももっと促されるべきと考えま

す。現在進行中の本町通りの街路事業の結果、

店舗経営の継続が困難になった場合や当初から

の貸し店舗経営を計画している商店主がおられ

る場合などを想定して、テナントミックスをは

じめとした新たな起業支援の必要があると考え

るわけです。今からさまざまな想定のもとでの

街路デザインに取り組む必要があります。現在

の街路事業の進捗状況はどのようなものか、ま

た、店舗のテナント化の具体的な計画があるの

か教えていただきたいと思います。 

 さて、現在の企業業績が雇用拡大に直結して

いない現実の中では、以前よりも個人の起業へ

の意欲が高まっていると感じています。農業の

６次産業化への取り組みもその一つと言えるで

ありましょう。 

 さきの６月定例会でも述べましたが、第１次

産業への補助金交付施策は非常に多いものの、

第３次産業と呼ばれる小売、飲食、サービスな

どの分野への起業支援を目的とした補助金の交

付施策は非常に乏しい現実があります。個人が

新たに事業を始めるときに利用可能な制度とし

て、長井市企業立地促進等補助金の中で新たに

事業を始めたいという場合に活用できますとい

う新規創業支援補助金が唯一ではないかと思い

ますが、商工振興課長には、このほかに個人が

起業したい場合にはどのような支援策があるの

か教えていただきたいと思います。また、どの

ように周知されているかもあわせてお聞かせく

ださい。 

 最初の質問項目、働く場づくりと起業支援に

ついての最後の４番目の質問は、市長にお尋ね

をいたします。 

 昨年来続いております観光交流センター建設

の行方に関係することであります。予定地に進

出企業があるかもしれないという情報がある中

でこの質問を向けるのは時宜を得ない質問かと

も思って少々ためらいましたが、あえて公共投

資の考え方について、私は以下の考えも述べな

がら質問をいたします。 

 道路や橋、公園など、いわゆる社会インフラ
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と呼ばれる公共財への投資は将来の維持費の負

担が伴うこととなり、より効率的な整備が求め

られることとなります。整備には今後の税収予

想判断も大切となってきます。しかし、民間の

投資意欲を促進させるという観点からの施設整

備は、さきの質問でも述べたように、新規の起

業や企業の業績拡大につながるものにしなけれ

ばなりません。いわゆる公設民営というあくま

で民間企業の活性化に寄与する施設整備となれ

ば、将来の財政負担というマイナスの視点から

脱却できるものであり、また、そのように経営

をデザインした施設整備にしていかなければな

らないと考えるわけです。 

 そこで、現在議論が進行中の観光交流センタ

ーを民間企業や個人の投資意欲を湧かせるきっ

かけづくりの端緒にすべきと考えるわけですが、

公共投資への考え方を市長にお尋ねをいたしま

す。 

 次に、定住人口と交流人口をふやす手だてと

その心構えについて質問をいたします。 

 初めに、市長にお尋ねをいたします。 

 現在、長井市では他地域とさまざまな交流が

行われているわけですが、グリーンツーリズム

や川崎市多摩区との交流事業は農林課が所管し、

東京都大田区は商工振興課と地場産業振興セン

ター、教育旅行は現在は観光協会といったぐあ

いに、各課がそれぞれに取り組んでいる現状が

あります。観光振興計画で取り組もうとしてい

る観光プラットホームの考え方に立てば、観光

は経済的効果を狙うことはもちろんのこと、定

住者の増加や企業誘致、また新規の雇用を生み

出す仕掛けづくりなど多岐にわたりますので、

現在のように各課がばらばらに取り組んでいた

のでは、情報の受発信も戦略的な視点に欠けて

しまうのではないかと案じられます。もっとト

ータルで戦略的に各課の取り組みをデザインす

べきと思うのですが、交流事業の今後の取り組

みの考え方をお聞かせください。 

 次に、副市長にお尋ねをいたします。 

 本日の質問の冒頭に述べましたように、人口

が減っていく中にあって、毎年市に転入してこ

られる新しい市民の方もいらっしゃるわけです

が、市民課の窓口に転入届を出された市民の方

をどのようにお迎えしているのかお聞きをいた

します。 

 市民の奉仕者としての行政職員の方々にとっ

ては、新しく市民がふえるということは願って

もない喜ばしいことなわけです。新しい市民に

なられた方への最初の言葉は、「ようこそ長井

市にいらっしゃいました、ありがとうございま

す」であるべきと思いますし、ワンストップサ

ービスというのか、新しい土地に転入してこら

れた不安を解消してさしあげるような対応がな

ければならないと思うわけです。丁寧な対応を

現在していらっしゃると思いますが、窓口対応

でどのようなところに心配りをして転入者を迎

えておられるのか教えていただきたいと思いま

す。 

 最後の質問となりますが、ことしも西根地区

の古代の丘を会場に、第３回になる「ぼくらの

文楽」が10月の13日に開催されるという予定を

聞いております。この事業の主催者は、移住者

の増加を地域活性化の一つとして考えているわ

けですが、移住希望に即応するための住宅をど

のように確保するかという視点から、現在、空

き家の実態調査を行っていると承知をしており

ます。 

 市のホームページには、移住交流ポータルサ

イトのバナーが張ってあります。そこから入っ

て、移住者に役立つ案内の中で助成制度にアク

セスしてみますと、現在市が行っている住宅新

築・増改築補助金であるとか住宅リフォーム補

助金の紹介がなされております。しかし、この

補助制度は自己所有家屋への補助制度であり、

空き家を借りて暮らしたいが改修の助成はある

かということを知りたい方は、そこから県のホ
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ームページに入って空き家改修補助制度を見る

ことになります。しかし、その補助制度利用の

条件として、空き家バンクを運営している市町

村を通してという一文があるわけです。長井市

のホームページ上では空き家バンクは見当たら

ず、近隣では飯豊町と川西町に空き家バンクが

あることをそこで知るわけです。 

 そこで、現在調査中の空き家情報を今後どの

ように活用するのか、市が運営する空き家バン

クをこれから予定されているのか企画調整課長

にお尋ねして、壇上からの質問を終わりたいと

思います。ご清聴ありがとうございました。

（拍手） 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 江口議員からは、私のほうは２

点ほどご質問いただいております。 

 まず最初に、働く場づくりと起業支援につい

てでございますが、私のほうからは、まず最初

に働く場づくりと起業支援について、特に現在

議論が進行中の観光交流センターを民間企業や

個人の投資意欲を湧かせるきっかけづくりの端

緒にすべきであると、公共投資への考え方を市

長にお聞きするというようなご質問でございま

す。 

 長井市のほうでは今、何とか人口減少がどん

どん進んでいく中で働く場づくりはまず最大の

課題でございますが、これはもともとものづく

り、製造業のまちだということから、企業誘致

も含めた、あるいは地元の企業の受注拡大を含

めた、こういったところに力点を置いてきたわ

けでございますが、やはりこれからはそれを基

軸としながらも、ほかに農業の新規就農、ある

いは６次産業化、また、これはサービス業につ

いてはいろんな意味でさまざまな分野の起業と

か雇用というのはふえてるかと思いますけれど

も、オーソドックスに考えて、人口減った中で

外からの、あるいは周りの市町村もそうなんで

すが、交流観光客をやはり長井のまちなかにい

かに誘導して、周りの市町村の方でしたら長井

のまちで買い物をいただいたり、あるいは飲食

等々していただいたり、また、市民の皆さんと

の交流の中でさまざまな長井の活性化にもお手

伝いいただきたいというふうに思っております

が、やはり例えば来年は山形県のほうでＪＲの

ＤＣのキャンペーンがあるわけですが、そうし

ますと、全国的に来年の６月から９月にかけて

は山形県を観光業界では売り込むわけでありま

すので、そういったことを一つのチャンスとし

て、観光客の皆さんにぜひ長井により多く滞留

いただいて、地元の人との交流も含めてお金を

使っていただけるような、そういったことによ

って雇用とか地域の活性化を図っていくという

ことが非常に重要だと思っているところです。 

 そのために、今、本町の街路事業が着々と進

んできて、ことしは店舗が３軒とか４軒、新た

に着工されるというふうに伺ってますし、来年

はさらにそれらが進んでくると思ってます。当

然現在の商店主の方がまたお店をなさるという

ことはあるわけですが、テナントとしてお貸し

するということのケースも聞いております。あ

と、テナントミックスといいまして、一つの店

舗だけじゃなくて複数の商店が一体となった店

舗をつくる。当然その中にはテナントとしての

スペースもあるだろうと、こういったものがだ

んだん具現化してまいります。 

 一方で、本町と将来、駅前通りも街路事業に

よって大きくさま変わりするわけですが、一方

で大町とか高野町、十日町、またあら町につい

ては、現状のまま古いまちなみを生かすという

考え方で進めておりますので、その中には空き

家だけじゃなくて空き店舗としてお借りできる

ものもあるんじゃないかというふうに思ってお

りまして、江口議員がおっしゃってる空き家バ

ンクと同じように空き店舗バンクみたいなもの

を設けまして、そこは単なるお店だけじゃなく

て、全国でもいろんな例がありますが、ちょっ
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と前まで、去年あたりまで盛んに行われていた

いわゆるＩＴ企業のサテライトオフィスみたい

な形で空き店舗の活用がいろんなところでされ

ておりますので、そういった形での活用なども

進めるべきではないのかなというふうに思って

いるところです。 

 そういった意味では、観光交流センター、今

回かわと道の駅ですね、私どもで提案させてい

ただいておりますが、そこで全部完結するとい

うものを目指してるんじゃなくて、そこはあく

までも国道における長井市の案内所ということ

で、まちなかに誘導するためのさまざまな工夫

を観光交流センター、かわと道の駅は行うべき

だというふうに思っておりまして、それらを進

めるとともに、まちなかの新規事業の支援であ

ったり、あるいは空き店舗、空き家バンク等々

を整備すること、あるいはテナントに、新しい

店に、そういったものを借りて操業されたいと

いう方の支援策をぜひ来年度の当初予算でさま

ざま盛り込んでいかなきゃいけないというふう

に思っているところでございます。 

 これらについては、ことしの12月ぐらいまで、

案をまとめながら、ぜひ、来年度予算でそうい

ったものを組みながら、長井市で働く場をもっ

ともっとつくるということはもちろんですが、

新たな企業ができる、そんな状況をつくってい

かなきゃいけないというふうに思っているとこ

ろでございます。 

 ２点目でございますが、観光プラットホーム

の考え方ですね。観光振興計画で取り組もうと

している観光プラットホームの考え方に立てば、

観光は経済効果のほか、定住者の増加や企業誘

致、新規雇用の創出など、多岐にわたると。ば

らばらで取り組むのではなくて、トータルで戦

略的に各課の取り組みをデザインすべきではな

いかというご提言であります。 

 これはごもっともでございまして、現在長井

市では、地域の方々と連携しながら、グリーン

ツーリズムによる農業体験や教育旅行の受け入

れを行っているところです。また、都市間交流

としては、議員からもご紹介ございました、例

えば姉妹都市の結城市をはじめ、フラワー交流

都市、あやめサミットの都市、それから沖縄の

金武町との子供たちの相互交流、そのほかにも

最近では特に大田区と川崎市、加えて、以前か

らおつき合いのある江戸川区など、さまざまな

分野で良好な交流を行っており、交流人口はど

んどんふえているというふうに考えております。 

 これらの交流事業は、その目的や事業分野が

多岐にわたっている関係で、幾つかの部署が担

当しておりますが、最終的な目標は地域の活性

化を図るということにあるというふうに思って

おります。徐々にですが、交流人口がふえつつ

ありますので、今後は交流からリピーターの発

生と定着、定住への動機づけ、定住環境の整備

といったプロセスが必要であると考えておりま

す。そのため、地域の魅力をもっと高めること

が必要でありますので、まちの魅力をつくり出

し、売り込んでいくという、シティープロモー

ションみたいな考え方で取り組まなきゃいけな

いだろうと。 

 同時に、長井を訪れる方に満足してもらうに

は、地域の案内を含め、滞在中、何でも相談で

きるような体制が求められますので、おもてな

しの、よく言われているコンシェルジュみたい

な、そういった育成も努めなきゃいけないとい

うふうに思っております。 

 これは、江口議員からもご指摘のとおり、観

光振興計画の観光まちづくりプラットホームの

構築によって、やっぱり関係者みんなでこれは

自主的に、例えば行政から依頼されたというん

じゃなくて、一緒になって取り組むという同士

を募るということが重要になると思っておりま

すので、観光の関連団体、製造業やＮＰＯ、ボ

ランティア、民間、行政、さらには市民が担う

べき役割を明確にしながら、総力を挙げて交流
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事業により、魅力あるまちづくりを実施したい

と思っております。 

 そのために、市のほうの窓口については、観

光プラットホームについては、やはり観光協会

と今、地場産業振興センターは、非常に観光物

産という意味では、一体になるべきだという議

論を進めておりますので、もしそれらが成就す

れば、地場産業振興センターがその窓口となる

べきかなというふうに思ってます。 

 あと、一方で、市の関係するいろいろな部署

がございます。それらについては、やはり企画

調整課を中心として、ただ、企画調整課だけで

はできませんので、当然プロジェクトとして商

工振興課、観光振興課、農林課等々、関係する

課がいっぱい出てまいります。まち・住まい整

備課とか、そういったところを、主管としては

庁内では企画調整課が窓口になるわけですが、

やはり外部の民間の長井と合うようなコンサル

タントを見つけるということも必要だと思って

ます。やはり現在非常にさまざまな業務が高度

化しておりますので、残念ながら全て私ども長

井市のような小さい市役所でできる、戦略を練

ったり、さまざまなデザインをするということ

はちょっと難しい点もあるかなと思っておりま

すので、職員のいろんなことを補佐するような、

サポートするような、そういったコンサルなん

かも見つけながら、一体で進めていくべきじゃ

ないのかなというふうに考えているところです。 

 私のほうからは以上でございます。 

○小関勝助議長 遠藤健司副市長。 

○遠藤健司副市長 私からは、江口忠博議員の転

入してこられる市民に対して、窓口ではどうい

う丁寧な対応をしているかというようなことに

ついて答弁をさせていただきます。 

 平成24年度、長井市に転入された方は684人

いらっしゃいました。窓口では、市役所におい

でになるお客様同様、新しく転入される市民の

皆様にも笑顔で挨拶、迅速な対応、わかりやす

い説明の３Ｓ運動の精神で対応しています。 

 転入していただく際には、住民票の移動のほ

かにもさまざまな確認、あるいは事務処理が必

要になってきます。こうしたことから、市民課

の窓口では、対応マニュアルを内部で持ちまし

て、詳細な注意点を設けて、お話をしっかり承

って、きちんと説明するということを徹底して

おります。 

 転入される方には、いろいろ理由があります。

また、それぞれご事情もあります。また、手続

に来られる方は、本人でなく、家族の方がいら

っしゃるという場合もありますので、特にほか

のお客様と区別するようなことはしておりませ

んが、お話の中で、先ほど申し上げた対応、会

話で自然と歓迎の気持ちを伝え、また、新しく

市民になられる方の不安を払拭するというふう

なことを心がけております。 

 なお、世帯で転入される場合には、市のガイ

ドブック、洪水ハザードマップ、子育てハンド

ブック、保健カレンダー、ごみ分別ハンドブッ

ク、ごみの分け方、出し方などを一つにして転

入セットというふうな封筒をお渡しして活用し

ていただいております。 

 江口議員がおっしゃるとおり、長井市の第一

印象に大きくかかわる部分でございますので、

長く住み続けていただけるような、そういう気

持ちになるような窓口対応を目指したいと思っ

ております。 

 なお、これは窓口だけの話ではなく、長井市

の職員全体の話でございます。市の職員全体の

接遇研修につきましては、10月以降予定してお

ります。特にことしは、自分は十分にお客様に

丁寧に説明したつもりでも、相手の感じ方が同

様とは限らないというギャップをどう埋めるか、

また、いわゆるたらい回しというふうに感じな

いようにするには、どのような心配りをしてい

ったらいいかということをテーマにして、専門

の講師をお呼びして研修を受けるというふうに
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考えております。以上でございます。 

○小関勝助議長 梅津和士商工振興課長。 

○梅津和士商工振興課長 私のほうから、江口忠

博議員のご質問にお答えいたします。 

 私のほうに質問された件につきましては、２

点というふうに思っております。１つ目は、市

内企業の雇用拡大につながる事業計画の現状を

どのように分析しているか。２点目につきまし

ては、起業支援の補助金交付制度は限られてい

るが、周知も足りないのではないかというよう

な、この２点だというふうに理解しております

ので、これにつきまして答弁させていただきま

す。 

 議員ご指摘の国内製造業の海外シフトにより

まして、市内の製造業はもとより、全国的にも

これまでと同様に国内生産を続けていくことは

難しいと思いますが、このたびのアベノミクス

による円高傾向により、国内生産の回復に期待

したいというふうに思っております。 

 製造業の海外シフトに対応した市内各企業の

事業計画につきましては、詳細は把握をし切れ

ておりませんけれども、共通目標を持った企業

が連携して、グループ単位で未経験な自動車産

業や医療等への産業への挑戦、その他の分野で

も技術、技能の習得とビジネスモデルの展開を

目指して取り組んでいます。市といたしまして

は、これらに対して、それぞれの必要な支援に

努めてまいりたいと考えております。 

 これらの企業活動による雇用への効果につき

ましては、従来の量産型から、どちらかといい

ますと基礎研究や試作への転換というふうなこ

とになるために、１企業当たりの雇用数の大幅

な増加は期待できない部分がございます。こう

した状況の中でも、市全体の雇用数を確保する

ためには、各企業が順調に新規分野に参入する

などして、小規模でも雇用を確実に継続いたし

ていただけるように、今後もきめ細やかな支援

が重要であるというふうに思っております。 

 なお、議員ご質問の有機ＥＬに関する現状で

ございますけども、有機ＥＬの生産づくりに取

り組んでおります地元の有志、企業、12団体、

個人で組織しております「ＯＬＥＤながい」に

対しまして、平成24年度は長井市有機ＥＬ照明

試作品開発支援事業費補助金を拠出いたしてお

ります。これは成果報告書に書かれてあるとお

りでございます。試作いたしました製品は、ラ

イティング・フェアというのが東京でことしの

３月に開催されたわけですけども、そこに展示

をさせていただきました。おおむね高評価を得

たというふうに思っております。 

 今後の製品化に向けた課題でございますが、

やはり価格ではないかなというふうに考えてご

ざいます。 

 次に、（３）の起業支援の補助金交付制度は

限られているが、周知も足りないのではないか

というふうな項に移らさせていただきます。 

 製造業の海外シフトが進行する中で、企業数

や雇用者数の減少に対応するために、新しいビ

ジネスモデルを持った起業、起こす業でござい

ますが、の支援は重要な施策分野だと考えてお

ります。 

 当市でご活用いただける支援制度につきまし

ては、議員ご案内のように、長井市企業立地促

進等補助金の中に新規創業支援補助金を設けて

おりまして、製造業とその他、高度化や流通に

寄与する事業、または製造の技術を活用した事

業の創業に対して支援を行っております。 

 また、このほかの制度でございますが、本市

も出資して設立されました長井まちづくり基金

がございます。この基金につきましては、都市

計画区域内の空き店舗を活用した新規創業者に

対して支援をいたしております。さらに、県内

の商工会議所や商工会と山形県が取り組んでお

ります、やまがたチャレンジ創業応援事業で、

ビジネスモデル作成から創業までを支援してお

ります。 
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 周知につきましては、各支援制度を担当いた

します市、地場産業振興センターや商工会議所、

それから市内外の金融機関等でも行っておりま

す。 

 その成果といたしまして、新規創業支援補助

金が創設から３年で、切削加工業、機械設計、

製造小売業などで５件、まちづくり基金が創設

７年になりましたけども、飲食店、小売業で３

件、そして、やまがたチャレンジ創業応援事業

が昨年創設されたばかりですが、飲食店１件に

対してそれぞれ支援を行いました。 

 長井市の新規創業支援補助金の支援分野につ

きましては、製造業だけでなくて、小売店や飲

食店も支援ができるような内容になっておりま

すが、なお皆様のご意見をお聞きしながら、活

用しやすい制度にしていきたいというふうに考

えています。今後とも市報やホームページなど

で、皆様多くの方からご活用いただけるように

ＰＲをしていきたいというふうに考えてござい

ます。 

 以上、私から答弁させていただきます。 

○小関勝助議長 浅野敏明まち・住まい整備課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 江口議員のご

質問にお答え申し上げたいと思います。 

 私のほうは、本町通りの街路事業の進捗状況

及び店舗のテナントについてお答えを申し上げ

たいと思います。 

 都市計画道路粡町成田線の街路事業につきま

しては、平成22年４月に山形県の事業採択とな

りまして、翌23年10月に国の事業認可を受け、

事業期間を平成23年度から29年度までとし、概

算総事業費27億円の山形県事業として実施して

いるところでございます。 

 当面は用地補償を中心に事業を進め、平成27

年度から一部工事に着手する計画でございます。

平成23年度は7,000万円の事業費で、調査設計

のほか、１件の用地補償がありました。昨年、

平成24年度は２億7,500万円の事業費で、11件

の用地補償費があり、一部今年度にかけて、取

り壊しの上、新築工事に着手しているところで

ございます。平成25年度は３億円の事業費で用

地補償を予定しているところでございます。 

 この街路事業の推進に当たりましては、地元

本町商店街や関係者で組織する本町・中央まち

づくり協議会を組織しまして、まちづくり協定

を締結しております。移転補償対象となる建物

の建てかえ後につきましては、原則として店舗

や事業所及び併用住宅を建築することになって

おります。店舗などの営業を行わない場合につ

いても、テナントとして店舗や事務所を設ける

ことになっております。このたび、新たに建て

かえする建物の中にも、１階をテナントとして

建築確認の申請を行っているところもあるとこ

ろでございます。以上でございます。 

○小関勝助議長 鈴木一則企画調整課長。 

○鈴木一則企画調整課長 江口議員のご質問にお

答えいたします。 

 大きな２番の定住人口と交流人口をふやす手

だてとその心構えについての中の（３）調査中

の空き家などの情報を今後どのように生かすか

ということでございます。 

 移住を希望される方にとって、住まいの環境

は大切な要素の一つであると思います。昨年度、

助成を受けて、ふるさと定住なが～い交流促進

事業を実施いたしましたが、県外在住者向けの

移住に関する意向調査の中でも、移住するとし

たら何が条件になりますかという質問に対して、

よい住まいがあることと答えた方が一番多い結

果となっています。移住希望者にとっては、見

知らぬ土地で一から物件を見つけるのは難しい

状況と思われますので、住宅の確保について、

ある程度サポートすることが必要であると考え

ています。 

 その点で、空き家の所有者と移住希望者とを

空き家バンクを通してマッチングする仕組みは

有効であると考えますので、長井市でも、空き
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店舗も含め、今年度中の制度創設へ向けて登録

要項等の制定作業を進めているところでござい

ます。 

 また、まち・住まい整備課で行っております

空き家調査についてでございますが、現地調査

が今月末で終了し、10月から所有者の方々に対

して意向調査を行う予定と聞いております。そ

の際には、利活用の意向項目を設けていただく

などして、お互いに連携を図りながら、活用可

能な物件を把握して、空き家バンクへの登録を

推進したいと考えています。 

 現在、県内で空き家情報を提供しているのは

15市町村となっていますが、活用例として、朝

日町の事例でございますが、平成22年10月の開

設以降、これまで売買５件、賃貸16件の契約が

成立し、その多くが町外からの定住者とのこと

でございます。さらに、空き家バンクを介して

契約された物件につきましては、改修費用の一

部を助成しておりまして、補助率２分の１で上

限30万円というふうな補助金や空き家に移住し

てから６カ月以上経過した方に空き家利用促進

奨励金として10万円を交付する事業等もあわせ

て展開しているようでございます。一方で、制

度を設けても貸し手側に抵抗感がありまして、

物件の登録がなかなか進まず、紹介できる空き

家がないところも見受けられるというのが実情

でございます。 

 長井市で創設する空き家バンクにつきまして

は、単なるマッチングにとどまることなく、将

来的には市独自の補助制度や奨励制度など、定

住促進策との組み合わせを行いながら、有効に

機能するようにしたいと考えておるところでご

ざいます。 

 なお、事例といたしまして、昨年から移住、

定住の体験ハウスという形で事業を進めており

まして、今年度実績でございますが、４件のご

家族とか等にご利用いただきまして、延べ21名

の方が、私のほうで２件、市内に２戸の住宅を

契約をさせていただいて、それを活用していた

だいておるところでございます。 

 やはり江口議員からございましたように、ど

のような形でお知りになったかというと、ホー

ムページ、それから市内の市民の方からの口コ

ミというふうなことで、非常に長井に興味を持

っていただいている方がいらっしゃるという事

情が把握できていると思いますので、今後もい

ろいろとご意見をいただきながら進めてまいり

たいと思います。以上でございます。 

○小関勝助議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 それぞれにご答弁ありが

とうございました。 

 私がきょう質問してまいりました脈絡という

のは、結局長井市にとって、やっぱり人口の増

という、減っていくことは、これはもう全国的

な流れですから、そこに歯どめをかけるという

のは、これはできないということかもしれませ

んが、減る角度というのをなるべく下げていか

なきゃ、角度が急でなくて、なだらかにしてい

くのが行政、あるいは政治の責任であると、仕

事であるというふうに考えたものですから、そ

の上で、例えばぼくらの文楽が２年前にスター

トしたときも、とにかく定住者をふやしたいと

いうことでの総合芸術活動も含めた、ああいっ

たイベントでありました。そこに対して市は総

合芸術戦略何とかですよね、100万円の補助を

して、その活動を支援していこうということを

決めたわけですよね。その効果というのは何か

というと、交流人口の増加とともに定住者につ

なげる。でも、定住者にとっては仕事がなけれ

ば定住し続けられないということがあるわけで

すから、一方で雇用の場というのをいろんな手

だてでつくらなければいけない。その中で、観

光を考えた上で、観光交流事業の中で経済の活

性化に伴う雇用の場の拡大、あるいは私が先ほ

ど来申し上げている新規の起業をする方、創業

する方をどう支援していくかということが並行
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してトータルで考えていかないとだめなんだろ

うという考えのもとでのきょうの質問となった

わけですけど、何点か、もう一回確認も含めて

お尋ねしたいと思います。 

 今、最後に、企画調整課長のほうから、体験

ハウスの利用者もあって、その方々はやっぱり

ホームページでその情報を見て、長井に興味を

持たれて、こちらに来られたということがあり

ます。市報でも、いろんな紙媒体でももちろん

その都度機会を捉えて、広告も含めて出してい

るんだと思いますが、アクセスが多いのは、直

接的にアクセスして行動に移すというのはホー

ムページからの方も多いのかなと。つまりネッ

トの情報というのが非常に効果があるという、

現状はそうなんですね。 

 以前から市長に申し上げておったように、フ

ェイスブックを市で立ち上げてはいかがという

ことを申し上げてきました。実際、現在、酒田

市でも立ち上げ、近隣では高畠町でも立ち上げ

ています。長井市では、今、市内でもＮＰＯま

ちづくりセンターですかね、であるとか、行政

ではないところでは立ち上がってはいるんです。

商工会議所なんかも立ち上げてますが、行政情

報として、さまざまな市民の方々、あるいはこ

れは市民に限らず、全国ですね、世界まで行く

わけですけども、この媒体の利用というのは、

今計画中であるというふうに認識をしておりま

すが、どのような進捗なのか、いつからそれを

立ち上げられる予定があるか、おわかりでした

らば、これは企画調整課長ですかね、お答えい

ただきたいと思います。 

○小関勝助議長 鈴木一則企画調整課長。 

○鈴木一則企画調整課長 お答えいたします。 

 今現在、現状的に今、近隣ですと、高畠町の

ほうにも研修をさせていただきました。さまざ

まな課題がありますので、いろいろと事例を今

把握をしているというところでございまして、

具体的なちょっと導入時期というのは、今のと

ころ明言はできないのでございますが、市長の

ほうからもできるだけ早く取り組む方向性を出

せというふうな形でご指示をいただいてますの

で、今後情報につきましてはお出ししていきた

いというふうに考えております。 

○小関勝助議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ぜひ時期を逸することな

く、運用してもらいたいなと思います。 

 先ほど来、戦略的なデザインというふうな言

葉も使わせていただいてますが、本当にそれぞ

れが絡み合って一つの政策の実現に向かってい

くわけだと思うんですね。 

 高畠町さんのフェイスブックなども見てます

が、大きな支障がどこからどんなふうな理由で

生まれるんだろうというふうなぐあいに、私が

逆に支障がないのではないかというふうに思っ

てしまうんですが、当局側からすれば、さまざ

まなリスクも含めて、危機管理等々の対策上、

考慮していらっしゃるということは理解します

が、時期を余り逸することなく、ぜひお願いし

たいと思います。 

 先ほどの、今度、市長にお伺いしますが、観

光交流センター、いわばかわと道の駅のことで

質問させていただきました。その質問に入る前

に、私はこの質問が時を得ているのかというよ

うなことを少し自分自身ためらいながら質問さ

せてもらいましたが、６月の定例会の中で、い

ろいろやりとりがあったわけですけども、進出

してもよいという企業があるという情報がある

中では、その中で市長は、雇用を考えると、し

かもスピーディーな雇用対策も考えると、あそ

こに観光交流センター、かわと道の駅の考え方

を断念することもあるというふうな答弁をされ

たと記憶をしております。その企業のほうを優

先していきたいのだと、いくべきだろうという

重い発言を市長は答弁でされました。 

 そのところが今まだ、私個人としてもクリア

になってはいないのですが、そこのところの課
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題を置いておいて、今この９月の補正予算にも

上がっております観光交流センターの調査設計

の1,960万円というのを審議できるのかなと、

ちょっと若干自分でも心配なところがあるんで

すが、６月に市長が答弁された以降、その進捗、

進みぐあいなどが今おわかりでしたらば、ちょ

っとお答え願いたいと思います。 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えしたいと思います。 

 まず、あそこの場所について、今回調査測量

のほうを予定させていただいて、議案として上

げているわけですが、６月の一般質問、それか

ら予算総括で我妻議員からそういったご意見を

いただいて、実際のところ、かわと道の駅はよ

うやく測量設計、それから基本計画、基本設計

ですから、その後、実施設計を組むわけですね。

そうすると、来年度予算で当初で実施設計なん

です。ですから、来年も着工できないんですね。

ですから、非常に時間がかかりますので、そう

すると、実際の雇用というのは３年後とかなる

と。ところが、我妻議員のご提言ですと、すぐ

にでも来る企業があるんだということでござい

ましたので、それだったら、東芝ライテックの

問題もありますし、そちらを優先せざるを得な

いだろうと、こういうふうに答弁いたしました。 

 当然、一般質問で最初いただきましたので、

一般質問以降、あと予算総括でもいただきまし

たので、予算総括以降、何度も接触させていた

だいて、何とかその社長さん、企業を紹介いた

だきたいと、ぜひ私もお伺いしたいということ

で、我妻議員に何度もお願いしているところで

すが、残念ながらまだ企業の名前も、私も社長

さんも紹介いただいてない状況ですが、その状

況について、経過については、議員の皆様に経

過を、今回の９月定例会の告示の前まで、状況

についてはお話ししたところですが、それ以降、

我妻議員に私も何度か接触させていただいて、

きょうの一般質問、あさってですか、月曜日の

一般質問もあることから、昨日、議員のほうに

また電話でお願いして、ぜひ会わせてほしいと。

議員からは、今その社長が、きょう銀行の支店

長とお会いになると。それで、そこで相談して

みるので、もう少し待ってくださいというよう

なことで、きのうはお返事をいただいたところ

でございます。以上です。 

○小関勝助議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ありがとうございます。

微妙な問題ですので、なかなか右か左かという

か、どっちかというふうなことも、現段階では

答弁していただくのも大変お気の毒なことだっ

たなというふうな気もいたしますが、大変あり

がとうございました。 

 こういったふうに、観光交流センターを使い

ながら、この本町の街路事業へのスピード化、

推進へのスピードをアップする、あるいは栄町

駅前通りの街路事業まで、そこをにらみながら、

これを計画的に、あるいは総合的に中心市街地

をどう再生させるかというところのこれ、企て

なわけですので、ぜひかわと道の駅、これは仮

称なんですね、まだね、かわと道の駅というの

はね。私、観光交流センターと申し上げておる

のは、これが正式な名称なんでありましょう。

こちらのほうを何とか私としても、一つの雇用

の機会、あるいは民間投資を誘導するための、

促すための端緒にしていきたいなと、私個人は

思っておりますので、きょうの質問をさせてい

ただいたわけですが、商工振興課長にちょっと

お尋ねをしたいと思います。失礼しました。ま

ち・住まい整備課長です。済みません、梅津課

長、申しわけないです。 

 本町の街路事業の中で、もう一部テナント化

の予定もあってという話がありました。こうい

った情報というのは、市民の方々にはいつの段

階で出されるのか。所管がここのところは商工

会議所のほうになるのかわかりませんけれども、

でも、先ほど来申し上げている多くの方々が起
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業したいという、本町を使って何か商売をした

いという方が、私が聞いている範囲でも何人か

いらっしゃるんですね。空き店舗が出るんでな

いかというふうなことを期待していらっしゃる

方もいます。 

 ですから、そういった方々にタイムリーに、

しかも早目にそういった情報をお伝えしないと、

これから新規創業を考えている方の例えば資金

的なことの準備の期間もありますから、直前に

なってから、あいてますからどうぞと言われて

も、なかなか対応できないということもありま

す。ですから、その辺若干時間的な余裕も持ち

ながらの情報の提供ということも、これは必要

だと思いますが、その辺のお考えをお聞きした

いのと、これはまち・住まい整備課のほうにお

尋ねしていいのか、もっと具体的に商工会議所

のほうにこういった問題はお尋ねしたほうがい

いのか、その辺も含めて、情報をお願いいたし

ます。 

○小関勝助議長 浅野敏明まち・住まい整備課長。 

○浅野敏明まち・住まい整備課長 お答え申し上

げます。 

 このたび建てかえする建物につきましては、

ようやく事業として始まったばかりでございま

すので、テナント化の今後の対応につきまして

も、内部でもう少し詰めていきたいと思います。

当然商工会議所や商工振興課と協議を行って、

今後どういった形でＰＲ、または窓口をどこで

するのかというのにつきましても、今後調整を

図って、多分商工会議所ではないかと思います

が、早急に調整を図ってスムーズにテナントに

入る方をできるような方策を講じていきたいと

いうふうに思います。以上です。 

○小関勝助議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ありがとうございます。 

 時期はまだ未定ということでありますが、ぜ

ひわかり次第、その辺の対応をとっていただけ

ればと思いますが、今窓口は商工会議所になる

のではないかというふうなことでありました。 

 そうしますと、商工会議所で全てその辺のと

ころはやってくださるとなると、市の、先ほど

の起業支援のための補助事業なども当然商工会

議所で情報は得られるというふうに理解してよ

ろしいですか。これは商工振興課長にお尋ねし

ます。 

○小関勝助議長 梅津和士商工振興課長。 

○梅津和士商工振興課長 今の江口議員のご質問

につきましては、先ほど答弁をいたしましたよ

うに、行政、会議所、地場産などで、どこでも

受けられるようにというふうなことで体制を整

えておりますので、会議所が窓口だということ

であれば、会議所でも当然相談に乗って申請を

受け付けるというようなことになるんだという

ふうに考えております。 

○小関勝助議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ありがとうございます。 

 副市長が最後に、10月から職員研修を考えて

いるということでありました。きょうの私の質

問がちょっとタイムリーだったのかなというふ

うな気もしますが、副市長の答弁の中で、ワン

ストップでさまざまなことに対して、転入者に

対しては、対応できるように、親切な案内をと

いうふうなことを心がけたいということもおっ

しゃってくださいましたが、商工業も含めて、

この起業も含めて、なるべくワンストップで対

応できるようなことをつくんなきゃいけないと

思います。 

 私たちは、ちょっと前まで、議員になってか

ら市役所に入ってくる回数は非常に多くなりま

したけど、その前は年に数回ですよ、市役所に

入ってくるのは、市民の方々も。住民票をとっ

たり、あるいは支払いに東の窓口から、入り口

から入ってきて、私なんぞは督促状を差し出し

ながら、恥ずかしながら支払うということも何

回も経験をしてましたが、本当にワンストップ

でいろんなことがかなったら、本当にこんなに
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便利な住みやすいまちはないなということも感

じますので、市役所も含めてですけども、商工

業、あるいは起業支援などもできるだけ丁寧な

対応を、わかりやすい対応をこれから心がけて

いただくように希望しまして、きょうの質問を

終わらせていただきます。ありがとうございま

した。 

 

 

 佐々木謙二議員の質問 

 

 

○小関勝助議長 次に、順位４番、議席番号11番、

佐々木謙二議員。 

  （11番佐々木謙二議員登壇） 

○１１番 佐々木謙二議員 久方ぶりの一般質問

になりますので、少し緊張もしておりますが、

ご清聴賜りますようにお願い申し上げておきた

いと思います。 

 私は、通告しております都市再生整備事業の

１点について、市長、教育長、まち・住まい整

備課長にお聞きをいたします。 

 都市再生整備事業に係るこれまでの質疑の経

緯を振り返ってみまして、長井市が当該事業に

取り組むこととした理由、背景には、大きく２

つあるのではないかなというふうに思っており

ます。 

 １つは、内谷市長が市内全域をくまなく市政

座談会に臨まれておりますが、市民の皆さんか

ら一番期待され、要望されることは、多分生活

道路の整備に関することではないかと思われま

す。その要望に応えなければと、そういう思い

が背景の一つにあるのではと思われることです。 

 特に長井市は、皆様ご案内のとおり、昭和50

年代前半から、社会資本の整備を集中的に行っ

てきたことなどによりまして、地方債残高の累

増により公債費が激増し、多額の財源不足が見

込まれる状況になったため、行財政改革、財政

再建、財政の健全化にあらゆる面から取り組ん

だ結果、公債費のピーク時期を何とか乗り越え

ることができました。 

 この15年間ほどは、市民の皆さん、職員、議

員の皆さんにあらゆる協力をいただいて、財政

危機を乗り切ることができたものと思います。

市民に協力、我慢していただいた大きな一つと

して、生活道路などの中止、休止をお願いして

きた経緯があります。今ようやく市民の要望に

応えられる財政状況になっていますので、市長

が市政座談会などに出席されれば、当然に生活

道路の整備の要望が山ほど出されていることは

容易に想像されます。 

 しかし、今の社会資本総合交付金制度では、

長井市が国の認定を受けて実施している都市再

生整備事業など、市町村は独自の計画を持たな

い限り、県の計画に要望し、採択を受けて実施

する以外、方法がないのが現状で、特に道路整

備などは要望が多いために、要望額に対して県

の予算配分は30％程度と言われていること。こ

のため、市民の待望する願いに応えることがで

きず、遅々として進まないことから、長井市は

生活道路などの整備方針については、都市計画

区域内の道路整備と社会資本の整備は、市独自

計画の都市再生整備事業の中で、できる事業に

は取り組むこととして、市民の要望に応えよう

とする考え方。一方、都市計画区域外の地域の

市道など、社会資本の整備は、山形県の社会資

本総合交付金事業などの中で採択を受け、整備

を進めようとする２つの手法を利用する考え方

が長井市の道路整備と社会資本の整備に係る方

針のように、これまでの質疑を通じて明らかに

されていると思われます。このことは、全市的

に道路などの生活環境整備に係る市民の要望に

応えようとする方針でもあり、姿勢と受けとめ

られます。 

 都市再生整備事業に取り組むこととされた２

つ目の背景は、2010年の国勢調査の結果、長井




